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内容の要旨及び審査の結果の要旨
本研究では超高齢化社会，または一定水準の福祉を達成した社会における健康指標を提唱し，その有効性を明示す
るため，死亡統計を含む保健・医療関連指標にとどまらず，健康に関係する可能性のある経済・社会，福祉等の各指
標間の構造的関係について都道府県の年次データを解析し，以下の結果を得た。
１．保健・医療関連指標を基準変数とし，１０年前の経済・社会及び福祉関連指標を説明変数とした正準相関分析の
結果，年齢調整死亡率，癌年齢調整死亡率，並びに心疾患年齢調整死亡率と，三次産業就業者率，国民年金支給
年額，生活保護受給率の重み係数が比較的大きく，また基準変数群の各変数の中で，年齢調整死亡率に対しては，
癌年齢調整死亡率と心疾患年齢調整死亡率が負の共変関係にあることが示された。また説明変数群の中では，三
次産業就業者率と国民年金支給年額が，癌及び心疾患年齢調整死亡率と同方向の，生活保護受給率が逆方向の対
応関係にあった。さらに正準相関分析の重み係数の大きさから，「２×（癌年齢調整死亡率十心疾患年齢調整死
亡率一年齢調整死亡率）＋（三次産業就業者率十国民年金支給年額一生活保護受給率)」を新しい健康指標とし
て提示しえた。
２．単年における相関分析では，経済・社会及び福祉関連指標と，年齢調整死亡率との関係は年次経過に連れて希
薄化し，一方，癌及び心疾患年齢調整死亡率に対する経済・社会関連指標との関係は逆に密接化した。これは，
前述の正準相関分析で示された構造関係を大きく支持する成績と考えられた。
３．以上の結果を市町村単位の比較的小さい集団へ適応することの是非について検討するため，石川県の41市町村
の資料を基に，各々の指標の年次推移と相関関係を分析した。その結果，提示した新しい健康指標が同年次だけ
ではなく，他年次の「癌年齢調整死亡率十心疾患年齢調整死亡率一年齢調整死亡率」や「三次産業就業者率十国
民年金支給年額一生活保護受給率」と有意な正の相関関係にあり，しかも健康指標間の年次間の相関関係も保た
れていることなどから，指標構成の条件を十分に満たしていることが明らかとなった。
以上，本研究は一層の福祉充実を指向した社会における新しい健康指標を提示し，併せて同指標が超高齢化社会に
おける－地域の福祉をも含めた健康管理政策上，有用であることを示したものであり，保健医療学及び社会保障の領
域に寄与する貴重な労作として評価された。
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